


























法21条 2 項 3 号）
　（ 2） 監査済み財務情報の虚偽記載に係る
元引受証券会社の「相当な注意」の意
義（金商法21条 2 項 3 号、17条）
　（ 3） 主幹事証券会社以外の元引受証券会
社・受託証券会社の「相当な注意」（金

























条 1 項 4 号、17条又は民法709条、販売を受
託した証券会社（Y11証券、Y12証券）に対
しては金商法17条、当該売出しに係る売出し















































　　一審判決（東京地判平成29年 1 月27日金商1514号20頁）は、訴外 Aの使用者責任を否定した一方で、
訴外 A従業員個人の共同不法行為責任（民法719 条 2項）を肯定した。裁判所は、訴外 A従業員が、
訴外 Aが FOIに対して売掛金を有している旨を証明する平成16年 3 月期と平成17年 3 月期の残高証明
書を偽造し、平成18年 3 月期の会計監査に係る FOI監査人や Y1証券からのヒアリングに対して虚偽の
回答を行ったとして、「一般に監査対象企業から独立した情報源で監査人が直接入手した監査証拠の証
明力は高いこと、訴外 A従業員が日本有数の電機メーカーで社会的信用のある訴外 Aの従業員であっ




　　これに対する控訴審判決（東京地判平成30年 4 月12日金商1544号 8 頁）は、一転して訴外 A従業員
の共同不法行為責任を否定した。裁判所は、訴外 A従業員が偽造した平成16年 3 月期及び平成17年 3
月期の残高確認書に関連する売上は有価証券届出書「特別情報」の平成17年 3月期の売上にその一部
が計上されていることが推認されるに過ぎないこと、平成18年 2 月の監査人からのヒアリングにおけ
































る平成17年 3 月期から平成21年 3 月期までの




を、②平成14年 3 月期以降、平成19年 3 月期
まで金商法監査に準じる監査を、③平成20年
3 月期及び平成21年 3 月期については、金商
法監査を行って、いずれも無限定適正意見を




















































　金商法21条 2 項 3 号に規定する「財務計算
部分」は有価証券届出書の「経理の状況」に













していること及び金商法21条 1 項 4 号、同法
17条の主旨から、財務情報の開示の適正性の
審査義務があるとした。










































































































1986）568-569頁、石田眞得「証券会社の引受審査―証券取引法21条 2 項 3 号の『相当な注意』を中心
として―」六甲台論集43巻 1 号（1996）22頁、江頭憲治郎「ディスクロージャーと民事責任」証券業


































































































商法 No.105（2017）4 頁、藤林大地「原審判批」金判1533号（2018）5 頁、萬澤陽子「原審判批」ジュ
リ1518号（2018）117頁、拙稿「原審判批」筑波法政70号（2017）184-185頁。
　　ただし、黒沼説と原判決には違いがあることも指摘されている。






















偽記載を知らなかったことを悪意と同視できる重過失と評価して21条 2 項 3 号の文言と整合的な結論
を示す余地があることも指摘する。
17　弥永・前掲注（15）3 頁、拙稿・前掲注（15）186-187頁。














































　金商法21条 2 項 3 号の「財務計算部分」の
範囲が有価証券届出書の「経理の状況」に記







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Managing Underwriters' Role in Securities Offerings: Just Eye Candy?, 16 Fordham J. Corp. & Fin. L. 323 (2011)
36　金商法17条に基づく責任の請求権者は当該目論見書使用者から有価証券取得者に限られていることを
































































































































 　をあげる。Reiner H. Kraakman, Gatekeepers: The Anatomy of a Third-Party Enforcement Strategy, 2 J. L. ECON. 
& ORG. (1986) at 53-54.












する損害賠償額の上限の適用を受ける。Charles J.Johnson, Jr., Joseph Mclaughlin, Corporate Finance and the 
















































































































































アーバンコーポレーション事件、レジデンシャルワン事件 （大阪高判平成24年 3 月14日証券取引被害判
例セレクト42巻383頁）程度にとどまっている。
　　また、非財務情報の開示がボイラープレート化していることは、金融審議会ディスクロージャーワー
キング・グループ（第 1回）でも指摘されている。
　　< https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/disclose_wg/gijiroku/20171211.html>（2018.6.10）
